
別添１

医療連携推進方針

１．医療連携推進区域

２．参加法人等

３．理念・運営方針

４．病院等相互間の機能の分担及び業務の連携に関する事項及びその目標

５．介護事業その他地域包括ケアの推進に資する事業に関する事項

（記載上の注意事項）

○ 「２」については、参加法人等、参加病院等及び参加介護施設等の名称を記載すること。

○ 「４」については、地域医療構想の達成の観点から参加病院等が実施する機能分担及び業務連携につい

て記載すること。

○ 「５」については、医療法第70条の２第４項に基づき、参加病院等及び参加介護施設等の相互間で業務

連携を実施する場合に記載すること。



別添２

理事及び監事の氏名、生年月日及び住所等を記載した書類

氏 名 生年月日 住 所 所属・役職名
代表

理事

理 事

□

□

□

監 事

（記載上の注意事項）

○ 「所属・役職名」欄には、当該理事・監事が所属する法人名・団体名等を記載すること。

○ 理事のうち少なくとも１人は、以下の者であること。（法第70条の３第１項第13号ハ）

・診療に関する学識経験者の団体その他の関係団体の代表者

・診療に関する学識経験を有する者

○ 代表理事である者にチェックを入れること。（法第70条の３第１項第14号）



別添３

医療法第70条の３第１項各号に掲げる基準に適合することを証する書類

１ 医療連携推進業務を主たる目的としていること（事業比率50％超）（第１号）

事業比率の見込み ％

（記載上の注意事項）

○ 事業比率の算出式は以下のとおりであるが、本申請時には事業計画書や予算書等を用いて見込みと

して算出したものを上記に記載すること。

純資産増減計算内訳表

① 医療連携推進業務会計の経常費用計

② その他業務会計の経常費用計

③ 法人会計の経常費用計

事業比率 ＝ ①／（①＋②＋③）

２ 医療連携推進業務を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有していること（第２号）

（経理的基礎）

・財務基盤の明確化について

・経理処理・財産管理の適正性について

（技術的能力）

・業務実施のための技術、専門的人材や設備等の能力の確保について



（記載上の注意事項）

○ 「財務基盤の明確化」については、財務状態や今後の財務の見通しについて記載すること。

○ 「経理処理・財産管理の適正性」については、財産の管理・運用に関する役員の適切な関与状況や、

開示情報や監督庁への提出資料の基礎として必要な会計帳簿の備え付けについて、記載すること。

３ 社員等に対し特別の利益を与えないこと（第３号）

区 分 社員等に対する利益供与の内容 特別の利益の有無

施設の利用 有 ・ 無

金銭の貸付け 有 ・ 無

資産の譲渡 有 ・ 無

給与の支給 有 ・ 無

その他財産の
運用及び事業
の運営

有 ・ 無

（記載上の注意事項）

○ 「社員等に対する利益供与の内容」欄には、次表の「経理等に関する明細表」の記載内容に基づき、

次のように記載すること。

① 「施設の利用」欄

社員等（医療法施行令第５条の15の２に規定する者をいう。以下同じ。）が当該一般社団法人の

施設を利用している場合に、その利用状況の内容を記載すること。

② 「金銭の貸付け」欄

当該一般社団法人が社員等に金銭を貸し付けている場合に、その貸付けの内容を記載すること。

③ 「資産の譲渡」欄

当該一般社団法人が社員等に資産を譲渡した場合に、その譲渡の内容を記載すること。

④ 「給与の支給」欄

当該一般社団法人が社員等に対して支給している給与について、その支給内容を記載すること。

⑤ 「その他財産の運用及び事業の運営」欄

当該一般社団法人について、社員等からの借用物件、借入金及び譲受資産等がある場合に、その

取引の内容について記載すること。



（経理等に関する明細表）

① 社員等の施設の利用明細

区 分
社員等の氏名

又は名称
特殊の関係 内 容 利用年月日 利用料金

施設の貸与

そ の 他

② 社員等に対する貸付金の明細

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係

貸付先の氏名又は名称 貸付金現在高 貸付当初の元本 貸付当初の年月日

利率 年間の受取利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係

③ 社員等に対する譲渡資産の明細

譲渡先の氏名又は名称 譲渡資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量

譲渡年月日 譲渡価額 特殊の関係 備考

譲渡先の氏名又は名称 譲渡資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量

譲渡年月日 譲渡価額 特殊の関係 備考



④ 当該一般社団法人の業務に従事している従業員等の明細

氏 名 職務内容 就職年月日
常勤又は

非常勤の別

当該一般社団法人

との関係

給与の支給

の 有 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

⑤ 社員等からの借用物件の明細

貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用途

借用年月日 借用期間 賃借料 特殊の関係 備考

貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用途

借用年月日 借用期間 賃借料 特殊の関係 備考

⑥ 社員等からの借入金の明細

債権者の氏名又は名称 借入金現在高 借入当初の元本 借入当初の年月日

利率 年間の支払利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係

債権者の氏名又は名称 借入金現在高 借入当初の元本 借入当初の年月日

利率 年間の支払利息額 担保の種類及び数量 特殊の関係



⑦ 社員等からの譲受資産の明細

譲受先の氏名又は名称 譲受資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量

譲受年月日 譲受価額 特殊の関係 備考

譲受先の氏名又は名称 譲受資産の種類 地目、構造、規格等 面積数量

譲受年月日 譲受価額 特殊の関係 備考

⑧ その他財産の運用及び事業の運営

社員等の氏名又は名称 具 体 的 な 内 容

（記載上の注意事項）

○ 各欄共通

「社員等」とは、以下の者をいう。（医療法施行令第５条の15の２）

（１） 当該一般社団法人の理事、監事又は職員

（２） 当該一般社団法人の社員又は基金（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 131 条

に規定する基金をいう。）の拠出者

（３）（１）又は（２）に掲げる者の配偶者又は三親等内の親族

（４）（１）、（２）又は（３）に掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者

（５）（３）又は（４）に掲げる者のほか、（１）又は（２）に掲げる者から受ける金銭その他の財

産によって生計を維持する者

（６）（２）に掲げる者が法人である場合にあっては、その法人が事業活動を支配する法人又はそ

の法人の事業活動を支配する者として厚生労働省令で定めるもの（医療法施行規則第39条の

６）

○ 「① 社員等の施設の利用明細」

（１） 申請時における当該一般社団法人の社員等について、次の区分に応じて記載すること。

イ 当該一般社団法人の社員等に対して、当該一般社団法人の土地、建物等の物件を賃貸（無



償で使用させている場合を含む。）している場合には、「施設の貸与」欄にその内容を記載

すること。

ロ 当該一般社団法人の社員等に対して、上記以外に当該一般社団法人の施設を利用させて

いる場合には、「その他」欄にその内容を記載すること。

（２）「特殊の関係」欄には、使用者が参加法人等であれば「参加法人等」と、代表理事であれば

「代表理事」等と記載すること。

（３）「内容」欄には、その施設の利用状況（例えば、社宅として建物を貸与、他の法人の事務室

等）を記載すること。

（４）「利用年月日」欄には、その施設の利用年月日（例えば、社宅の貸与の場合等には利用期間）

を記載すること。

○ 「② 社員等に対する貸付金の明細」

（１） 社員等に対する貸付金がある場合に記載すること。

（２） この表は、貸付先ごとに記載すること。

（３） 貸付金現在高は、直近に終了した会計年度の末日現在の金額を記載すること。

（４） 貸付当初の元本は、貸換えにより継続しているものについては当初の金額を記載すること。

（５）「特殊の関係」欄には、貸付の相手方が代表理事であれば「代表理事」と、職員であれば「職

員」等と記載すること。

○ 「③ 社員等に対する譲渡資産の明細」

（１） 直近に終了した３会計年度において、社員等（譲渡時に当該一般社団法人の社員等であっ

た者を含む。）に対して、当該一般社団法人の土地、建物等の主要な資産の譲渡がある場合に

記載すること。

（２） 「特殊の関係」欄には、譲渡先が参加法人等であれば「参加法人等」と、代表理事であれ

ば「代表理事」等と記載すること。

○ 「④ 当該一般社団法人の業務に従事している従業員等の明細」

（１） 申請時の従業員等（当該一般社団法人の理事、監事又は職員をいう。）について記載するこ

と。

（２）「職務内容」欄には、担当している現在の職務内容（例えば、事務長等）を記載すること。

（３） 「当該一般社団法人との関係」欄には、例えば、その者が代表理事であれば「代表理事」

と、職員であれば「職員」等と記載すること。

○ 「⑤ 社員等からの借用物件の明細」

（１） 直近に終了した会計年度の末日現在において、社員等から土地、建物等の物件を賃借（無

償で使用している場合を含む。）している場合に記載すること。

（２） 「特殊の関係」欄には、貸主が参加法人等であれば「参加法人等」と、代表理事であれば

「代表理事」等と記載すること。

（３） 「備考」欄には、賃借に際し、権利金、敷金の支払の有無及びその支払金額を記載するこ

と。

○ 「⑥ 社員等からの借入金の明細」

（１） 社員等からの借入金がある場合に記載すること。

（２） この表は、債権者ごとに記載すること。

（３） 借入金現在高は、直近に終了した会計年度の末日現在の金額を記載すること。



（４） 借入当初の元本は、借換えにより継続しているものについては、当初の金額を記載するこ

と。

（５）「特殊の関係」欄には、債権者が参加法人等であれば「参加法人等」と、代表理事であれ

ば「代表理事」等と記載すること。

○ 「⑦ 社員等からの譲受資産の明細」

（１） 直近に終了した３会計年度において、社員等（譲渡時に社員等であった者を含む。）から、

当該一般社団法人に対して土地、建物等の主要な資産の譲受がある場合に記載すること。

（２）「特殊の関係」欄には、譲受の相手方が参加法人等であれば「参加法人等」と、代表理事

であれば「代表理事」等記載すること。

○ 「⑧ その他財産の運用及び事業の運営」

申請時において、上記以外に財産の運用及び事業の運営に関し、社員等が利益を受けている場

合に、その内容を記載すること。

４ 参加法人等の構成等（第８号、第11号）

法人名等 医療機関名等 議決権数

病院、診療所、介護

老人保健施設又は介

護医療院を開設する

参加法人等

①

②

介護施設等を開設す

る参加法人等

③

④

その他の社員 ⑤

その他の社員 ⑥

総 議 決 権 数 （①～⑥の合計） ⑦

参加法人等の議決権の構成割合（第８号） （①＋②）＞（③＋④）

参加法人等の議決権の構成割合（第11号） 〔（①＋②＋③＋④）／⑦〕＞０．５



５ 各役員の親族等の割合が役員総数の３分の１を超えないこと（第13号ロ）

総 数 ①
最も人数の多い

親族等のグループの人数②

親族等の割合

②／①

理 事 人

人 ％

監 事 人

（記載上の注意事項）

○ ②の人数は、以下の者の合計とすること。

（１）当該役員、配偶者及び三親等以内の親族

（２）当該役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

（３）当該役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を

維持しているもの

（４）（２）又は（３）に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの



別添４

医療法第70条の４第１号イからニまでのいずれにも該当しないことを証する書類

医療法第70条の４第２号及び第３号のいずれにも該当しないことを証する書類

区 分 事実の有無

① 理事及び監事のうち、次のいずれかに該当する者の有無

イ 地域医療連携推進法人が医療連携推進認定を取り消された

場合において、その取消しの原因となった事実があった日以

前１年内に当該地域医療連携推進法人の業務を行う理事であ

った者でその取消しの日から５年を経過しないもの

有 ・ 無

ロ 医療法その他保健医療又は社会福祉に関する法律で政令で

定めるものの規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算し

て５年を経過しない者

有 ・ 無

ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑

の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者
有 ・ 無

ニ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第

６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５

年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

有 ・ 無

② 医療法第 70 条の 21 第１項又は第２項の規定により医療連携推進認定

を取り消され、その取消しの日から５年を経過しないもの
有 ・ 無

③ 暴力団員等がその事業活動を支配するもの 有 ・ 無

（記載上の注意事項）

○ 「ロ」の「その他保健医療又は社会福祉に関する法律で政令で定めるもの」とは、医療法施行令第

５条の15の３に掲げる法律及び同第５条の５の７に掲げる法律である。

○ ①の「ニ」及び③の証明に当たっては、以下の者による表明・確約書（別添５又は６）を添付する

こと。

・当該一般社団法人の社員

・当該一般社団法人の理事及び監事



別添５-１（法人社員用）

表明・確約書

○○県知事 殿

（ふりがな）

法 人 名

代 表 者 名

当法人は、現在及び将来にわたって、次に掲げる事項のいずれにも該当しない

ことを表明、確約します。

（１）暴力団

（２）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する法人

令和 年 月 日

法 人 名

代表者名



別添５-２（法人社員用）

表明・確約書

○○県知事 殿

（ふりがな）

法 人 名

代 表 者 名

当法人の役員は、現在及び将来にわたって、次に掲げる事項のいずれにも該当

しないことを、以下のとおり表明、確約します。

（１）暴力団員

（２）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者

職 名 氏 名（ ふりがな ） 生 年 月 日 記 入 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日



別添６（個人社員用・理事・監事用）

表明・確約書

○○県知事 殿

所属・職名

（ふりがな）

氏 名

生 年 月 日

私は、現在及び将来にわたって、次に掲げる事項のいずれにも該当しないこと

を表明、確約します。

（１）暴力団員

（２）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

令和 年 月 日

氏 名



別添７

令和 年 月 日

○○県知事 殿

法 人 名

代表理事

地域医療連携推進法人の代表理事の選定認可申請書

標記について、医療法第 70 条の 19 及び医療法施行規則第 39 条の 27 の規定に基づ

き申請します。

記

１．代表理事となるべき者の住所、氏名

２．選定の理由

（注）代表理事となるべき者の履歴書を添付すること。



別添８

令和 年 月 日

○○県知事 殿

法 人 名

代表理事

地域医療連携推進法人の代表理事の解職認可申請書

標記について、医療法第 70 条の 19 及び医療法施行規則第 39 条の 27 の規定に基づ

き申請します。

記

１．代表理事の住所、氏名

２．解職の理由



別添９

参加法人等が病院等に係る業務を行うのに必要な資金を調達するための支援として

現に資金の貸付け、債務の保証及び基金を引き受ける者の募集をしていないこと

並びに出資を受けている事業者がいないことを証する書類

区 分 事実の有無

参加法人等が病院等に係る業務を行うのに必要な資金を調達するための支援

として、

① 資金の貸付けをしている 有 ・ 無

② 債務の保証をしている 有 ・ 無

③ 基金を引き受ける者の募集をしている 有 ・ 無

④ 当法人から出資を受けている事業者がいる 有 ・ 無

（記載上の注意事項）

○ 現在の状況について記載すること。

○ ③の「基金を引き受ける者の募集」は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第131 条の

規定によるものをいう。


